
■基本方針

・構造計画に当たっては、敷地及び地盤、建物の用途及び規模、工事費、工期などの設計条件を十分

　把握し、官庁施設に求められる機能を満足させるとともに、所要の安全性、耐震性などの構造性能

・大地震動に対して構造体の補修をすることなく、被災後も早期に災害応急対策活動を行える建物

　とする。

・建築計画における諸室配置に自由度をもたせるよう、また将来の施設の進展、諸室の変更にも柔軟

　に対応できるよう配慮し、使用者の利便性を損なわない構造計画を行う。

■耐震安全性の目標

　部整備課監修）」 における構造体Ⅰ類とし、保有水平耐力を建築基準法の 1.50 倍以上確保する。

・本建物の安全性の分類は、「官庁施設の総合耐震・津波対策基準（国土交通省　大臣官房官庁営繕

地震災害後及びその二次災害に対して安全性を確保できるよう以下の条件を満足する計画とする。

表２　構造体の耐震安全の目標と重要度係数

耐震安全性の目標重要度係数分類

1.5

1.25

1.0Ⅲ

Ⅱ

Ⅰ

の低下は著しくないことを目標とし、人命の安全性が図られる。

大地震発生により、構造体の部分的な損傷は生じるが建築物全体の耐力

大地震後、構造体の大きな補修をすることなく、建物を使用できること

を目標とし、人命の安全性確保に加えて十分な機能確保が図られている。

目標とし、人命の安全性確保に加えて十分な機能確保が図られている。

大地震後、構造体の補修をすることなく、建物を使用できることを

　を確保し、施工性も考慮した構造体となるように計画する。

０１．構造計画概要
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　非構造部材はＡ類、建築設備は甲類とする。

構造体

部位

表３ 非構造部材及び建築設備の耐震安全性の目標

非構造

部材

建築

設備

耐震安全性の目標分類部位

なる建築費構造部材の損傷、移動等が発生しないことを目標とし、人命の安全確保と

大地震動後、災害応急対策活動等を円滑に行ううえ、又は危険物の管理のうえで支障と
Ａ類

Ｂ類

甲類

乙類

二次災害の防止に加えて十分な機能確保が図られている。

二次災害の防止が図られている。

大地震動により建築費構造部材の損傷、移動等が発生する場合でも、人命の安全確保と

補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続できる。

大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止がはかられているとともに、大きな

大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られている。

表１ 建築物の被害イメージ
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表４　想定地震レベル

計測震度

気象庁

震度階級

地震頻度

地震の

大きさ

地　震

発生確率

参考

地震

３ ４ ５弱 ５強 ６弱 ６強 ７

３.５ ４.５ ５.０ ５.５ ６.０ ６.５

度々起こる 中地震
稀に起こる

大地震
極めて稀に起こる

50年間で80％ 50年間で10％ 50年間で5％

東日本大震災

（東京都心部）

関東大震災

（東京都心部）

阪神淡路大震災（神戸）

東日本大震災（宮城県）

※１　昭和５６年以前の建築基準法(旧耐震設計法）
※２　昭和５６年以降の建築基準法(新耐震設計法)
※３　表２参照



※安全性の分類は「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」によりⅠ類とする。

■構造形式はコスト工期が最も優位であり、構造体をⅠ類とすることで大地震後の安全性を確保出来る耐震構造を採用する。

※コスト比は上部構造を鉄筋コンクリート造と想定した場合の概算躯体比率を示す。

０２．構造形式

表２　構造形式比較
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■構造種別は工法比較により、コストが優位で耐震性に優れ、実績が多く信頼性の高い鉄筋コンクリート造を採用する。

■架構形式は将来のプラン変更に対して柔軟に対応できるよう各方向共、ラーメン架構とし、耐震壁のない室内空間とする。

■上部躯体の構造種別として、①鉄筋コンクリート造、②鉄骨鉄筋コンクリート造、③鉄骨造、④木造の比較を示す。

※コスト比は鉄筋コンクリート造躯体費を１とした場合の割合を示す。

※連絡通路は小規模な建築物であるため、鉄骨部材の納期に影響はあるが全体工期の中で調整可能である。

０３．上部構造計画

表３　上部構造比較表
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■計画地は、南北から山間部が迫り、周辺は東西に延びた狭小谷を形成しており、周辺山地を

　形成する花崗岩が基盤をなしている土地である。

　地盤調査の結果、表層より軟弱でN値が１～２０程度の砂層や粘土層の互層がみられるが、支持力

　が低く、計画建物の規模の支持層には適さない。

　深度１４～１５ｍ付近からＮ値が６０を超える花崗岩となり、大きな支持力が確保できる地盤と

　なる。基礎構造形式は杭基礎であり、十分な支持力が期待できるため、本計画の支持層とする。

■本敷地内の地盤の表層の砂層と粘土層に対して、FL値判定及びPL値判定の双方で液状化の検討の

　結果、ほぼ全ての層で液状化の危険度が高い結果となった。そのため、杭の設計に液状化の影響

　を適切に考慮した検討が必要である。

ボーリング調査位置図

※別館棟とは新築の防災倉庫を示す。

地質断面想定図

０４．地質調査結果
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地質凡例

上記の地質断面推定図は、次ページよりのボーリング柱状図より

推定したものである。
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